
研究論文

戦略次元の創造力 と企業の競争優位

金 宇 烈

は じめ に

バーニー1を含め、多 くの戦略研究者が、必ず とも言 えるほど、優れた競争戦略

の持ち主として賞賛している企業として、アメ リカのウォルマー トがある。 このウォ

ルマー トは、2002年5月 、西友の株6%を 取得 し、資本提携の形で 日本市場に参入

した。参入当初、世界最強の小売企業が 日本市場に参入するとい うこともあり、 日

本の流通業界では非常に大きなニュース として取 り上げられたが、4期 連続で経常

赤字を記録するなど、ウォルマー ト本来の競争力を発揮 しているとはとても言い難

く、ついに2005年 末には西友への資本参加 を53%に 高めた ことに続き、CEO(最

高経営責任者)に ウォルマー ト本社の国際部門担当者が正式に就任するなど、 日本

での経営健全化に非常に苦戦 している様子が伺える2。

アメリカでは圧倒的な強 さを誇ってお り、多くの研究者が先を争って、それぞれ

の立場で競争優位の源泉を探求す るほど、絶賛 されているウォルマー トが、なぜ、

日本では苦戦 しているのか。国際経営戦略における現地参入の選択、現地化政策の

間違いや 日本の消費者の嗜好を的確にとらえていないことなど、ウォルマー トの苦

戦の背景には多様な要因があると言えるが、戦略の観点からすれば、一体何が::

の要因なのか。ポーターのい う日本でのポジショニングの選択やそこでのオペ レー

シ ョンの適合が間違っているのか。それ とも、バーニーのい う価値のある希少なリ

ソースが日本では通用 しなくなって、競争優位 を発揮できないのか。

1J
.B.Barney,6aゴ η」1。η8and、 ∫乙r5むaゴnfη9Competet.lveAdvantag・B,PrenticeHall,Second

Edition,2002,岡 田 正 大 訳 『企 業 戦 略 論 一 競 争 優 位 の 構 築 と持 続 一(上)』 ダ イ ヤ モ ン ド社 、

2003年 。

2『 日本 経 済 新 聞 』2006年1月26日 付
。
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ウォルマー トの日本での不振は、色んな角度か ら分析 してみる必要があ り、 しば

らくその推移を見てみる必要 もあると思 う。ただ、本稿で1つ 指摘 しておきたいの

は、 日本市場におけるウォルマ,__.トの不振の要因 として、ウォルマー トが、 自社に

とって有利に事業展開ができる戦略次元を未だに見つけていない ところにも原因が

あるのではないかと考えられる。つまり、ウォルマー トが、日本の小売流通(そ れ

がスーパーに しろ、GMSに しろ)に おいて、企業間優劣 を分ける競争の焦点を的

確にとらえきれず、 自社の強み と目本での競争の焦点をうまく融合す ることができ

ていないため、自社にとって有利な方向へ、競争 を展開できない ところにも原因が

あると考えられるのである。

ウォルマー トのケースでも分かるように、世界的な大企業にとっても、企業を取

り巻 く競争環境は一段 と不確実性の高いものとなってお り、このように先の見えな

い不確実性の時代を反映 しているかのように、 ビジネス世界だけではなく、学際的

研究分野においても、企業の競争優位の源泉 として戦略に関する研究や議論が活発

に行 われてい る。 そ の代表 的 な観 点が前稿3で 紹介 したポジシ ョニ ング とRBV

(Resourced--BasedView)で ある。また、 日本ではアメ リカ類の研究動向に対 して、

組織の知識創造に競争優位を求める視点4や、表に見えない事業システムの有効性

に競争優位を求めている研究5な ども活発に行われている。

筆者 は前稿で、ポジショニングおよびRBVの 複眼的な分析視点に基づき、環境の

変化が激 しく、経営環境の不確実性が一層増加 している状況下において、企業がそ

の競争優位を長期的に実現するためには、時間的経過(内 外環境要因の変化)を 軸

にした線形反応モデルが有効であることを提示 した。そこでは一度獲得された競争

優位は内外環境条件の変化によ り、不均衡が生 じ、その不均衡を解消する方向へ戦

略次元を次々と構築 してい くことが必要であり、こうした内外環境要因 と企業の戦

略次元との均衡 と不均衡を絶えず解消 していくプロセスを通 じて、企業はその競争

優位 を持続 してい くことができると論 じた。そ して、そのためには、内外環境要因

と自社の状況 との均衡、不均衡を素早 くキャッチ し、迅速にその不均衡を解消でき

3衣 笠洋 輔 ・金 宇烈 「競争 戦略 と理 論 と実 際一 ポ ジ シ ョニ ング とRBV(Resourced-Based

View)の 統合 的 分析 視 点 を探 って一 」 『国際経 営 論集 』(神 奈 川 大学)、No.25,2003年11月,

金宇 烈 「企業 の競争 戦略 にお ける線 形反応 モデル の有効 性一X社 の海外 進 出構 想 を 中心 に一 」

『国際経 営 フォー ラム』神奈 川 大学 国際経 営研 究所 、No.15,2004年 。
4野 中郁次 郎 ・竹 内弘 高 『知識創 造 企業』東 洋経 済新 報社

、1996年 。
5加 護 野 忠男 ・井上 達彦 『事業 システ ム戦 略』有 斐 閣アル マ

、2004年 。
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る有効なマネジメン ト・システムの構築が必要不可欠であ り、それこそ持続的な競

争優位 をもたらす原動力になると論 じたs。

本稿は、前稿の考察を踏まえて、まず、企業における競争優位の源泉は何か、そ

して、競争優位の長期実現を可能とする線形反応モデルにおいて、有効なマネジメ

ン ト・システムとは何かについて考察することを狙いとしている。基本的な研究の

視点は、前稿のポジショニングとRBVの 統合的フレームワークをさらに発展 させ、

そ して知識資源の創造や事業システムといった 日本の研究成果を援用 しなが ら、戦

略次元の創造力 と線形反応モデルに競争優位 の源泉 と持続的な競争優位の条件を求

めるフレームワークを提示 しようとする。また、戦略次元の創造力 と線形反応モデ

ルを支 える重要なマネジメン ト=機能 として、戦略 とオペ レーションの相互作用、そ

してマネジメン ト・システムにおける柔軟性 とフィー ドバ ックに着 目して考察 して

い く。

1戦 略次元の創造と競争優位の源泉

1競 争 次元 とは

原 田氏 は、競争 次 元 とは市場 にお ける競争 の具体的領域の ことで あ り、それ には、

価格や 特定の機 能、品質 、サー ビス、営業拠点な どの多様 な次元が ある とい う。例

えば、ファ ミリーセ ダンの車種では価格 が主要な競争次元 となってい る傾 向が強 く、

スポー ツカ._._ではエ ン ジ ン馬 力 、加 速性 な どが重視 され る。 また家電 な どは、 自社

の販売網 をいかに増やすかが重要 な競争次元 とな り、競争 次元 は業界、市場な どに

よって多様で、かつ時代 と共に変化す る。 しか も、何が競争 次元 になるかは、定義

され た業界 、市場 の特性 によって大 き く異な り、その とらえ方には、主観 、恣意性

が左右す るため、;1Nに と らえ る こ とが で きな い といY7。

この よ うに競争 次 元 とは、企 業 間に展開 され る競争 の具体的な手段、変数であ り、

そ こには企業 の競争 を決定付 ける非 常に重要な要 素か ら、そ うではない要素 まで、

数多 くの要 素が存在 してい ると言 える。 しか し、競争次元 は 自社 の戦 略的意図が反

映 されてい る次元 とい うよ りも、その業界の特性 や製 品の特性 によって決 ま り、現

時点 において競合企業間の競争 の焦点 となってい るこ とで理解 され うる。 したがっ

て、市 場競争 におい て、 自社 の リソースや ケイパ ビリテ ィ(capability)8か ら して 、

金宇 烈(2004)、 前掲 論文。

原 田勉 『ケー ス で読 む競 争逆転 の経 営戦 略』東 洋経 済新 聞社 、2000年 。
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有利に競争 を展開できる競争次元で競争するか、あるいは勝負の決 め手を既存のも

のとは質的に異なる新 しい次元に持ち込むことが、競争戦略の策定においては非常

に重要な変数 となる。

このように、現在置かれている競合の状況や相手 との力関係に基づき、競争方法

を策定するとい う考え方は、目新 しいものでもなく、例えば、有名なランチェスター

戦略にも体系化 されている。周知のように、ランチェスター法則 とい うのは、F.W.

Lanchesterが 、第1次 、第2次 世界大戦における数多 くの戦闘を研究し、総合戦に

おける兵力数や損失数などについて計量的分析 を行って見つけた法則で、それを概

略すると、第1法 則 と第2の 法則がある。

第1の 法則は、いわゆる3:2の 法則で、一騎打ちの局地戦で、武器性能が同 じな

らば、味方3人 に対 して、敵が2人 なら確実にその戦闘には勝てるとい うものであ

る。第2の 法則は、広域戦でよ り近代的な武器 を使用する確率戦では、武器の性能

が同じな らば、戦闘力は兵力数の二乗 となるとい うものである。 このように、ラン

チェスター法則 とい うのは、勝敗は敵 と味方の力関係で決ま り、兵力数 と兵器の性

能で大きく変わるとい う法則 なのである。

この法則性から導き出され る基本的な戦略は、弱者は、一騎打ち型の戦闘が望ま

しく、狭い範囲の接近戦で戦 うこと、そ して一点集中による狙い撃ちを行 うことで

あ り、強者は広い範囲の総合戦、広域戦で戦 うことが望ま しいとい うことである9。

ランチェスター法則 を企業間競争に適用す ると、自社および相手の条件に基づき、

自社がもっとも有利に競争 を展開できる次元へ競争の焦点を持ち込むことであ り、

そのような競争の焦点を意図的に作 り上げて競争することが有効であるとい うこと

である。このように、自社が意図的に作 り上げた競争の焦点 とそこでの競争の展開

を、本稿では戦略次元 とい う。

2戦 略次元 とは

上記で説明 したよ うに、競争次元とは、企業の戦い方に重要な影響を及ぼす変数

である。 これに対 して、戦略次元 とは、「どこで何を持 っていかに戦 うか」を示す

aバ ー ニ ー は
、 価 値 の あ る希 少 で 模 倣 の 難 しい 経 営 資 源 お よび そ の 組 織 的 活 用 能 力 を リソー ス 、

もしくは ケイ パ ビ リテ ィ(capability)と し て 用 い て い る。J.B.Barney,"lstheResource-based

ViewaUsefulPerspectiveforStrategicManagementResearch?Yes,"Academyof

Management1ぞ θレプθ耳～VoL26,2001,PP.41-56.

sラ ン チ
ェス ター 戦 略 の 体 系 と詳 細 な 内 容 に 関 して は 、 田 岡 信 夫 著 『総 合 ラ ン チ ェス ター 戦 略 』

ビ ジ ネ ス 社 、1986年 を 参 照 され た い 。
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道筋であると言える。言い換えれば、現時点において勝敗を決める重要な変数 とし

て自社の統制外 にあるものが競争次元だとい うならば、戦略次元 とは、市場条件、

競合相手の動き、自社の リソース(ラ ンチェスターがい う味方の兵力数や武器性能)

の条件を総合的に考慮 して意図的に作 り上げた 「競争の舞台」であ り、他社か らす

れば、新 しい競争次元が生成することである。

図表1を 参考に、競争次元 と戦略次元の関係についてより具体的に考察 してみよ

う。競争次元は企業意識の外にあ り、現在の市場競争を決定づ ける諸変数である。

そこには競争の勝敗を決める影響力の非常に強いものか ら、それほど影響力を及ぼ

さないものまで多様 なものがある。

これに対 して、戦略次元は、自社の条件、相手や外部環境の条件な どを考慮 して、

自社が焦点化 し、集、中的に狙いを定める1つ 以上の競争の次元 を意図的に作 り上げ

ることであり、 自社が選択 した次元に競争の焦点を持ち込むことである。その意味

で、戦略次元は、自社がもっとも有利に競争を展開できる 「戦いの舞台」を創造す

ることであり、 自社が意図的に作 り上げ、策定 した競争の焦点なのである。そ して、

競争次元と戦略次元に位置する自社の条件や外部環境条件は、競争次元や市場のニー

ズおよびシーズを濾過するフィルタの役割を果たしていると言 える。

それでは、企業は戦略次元をいかに創造す ることができるのか。戦略次元の創造

には、次の3つ の方法がある。

第1に 、既存の競争次元をそのまま焦点化 し、それを自社の リソースや組織能

力10と融合することである。端的な例 として、化粧品市場の場合、多くの企業がイ

メージの差別化 に注力 してお り、自社も他社 と同様にマスメディアによる公告 ・宣

伝などを通 じて、イメ.___.,ジ差別化を積極的に図っていく場合、この範疇に属すると

言える。ただ、この場合、競争の焦点が競合相手によっても十分に察知 されてお り、

同じ競争次元上で複数の企業が戦 うことになるため、かなり激 しい競争が予想 され、

そこで優位性を発揮することがなかなか難 しいと考えられる。

第2は 、全 く新 しい市場のニーズやシーズをキャッチ して、それを自社の リソー

スや組織能力 と融合 して新 しい戦略次元を創造することである。例えば、田中氏の

研究で取 り上げ られている日本の金型メーカーS社 は、切削や焼結でしか対応でき

なかった複雑な形状の自動車部品を、金型によりプレスで加工す ることができれば、

z。 ここでいう組織能力というのは
、組織間に散在している知識や能力を融合する能力として用いら

れている。詳細は、慶応戦略経営研究グループ 『組織力の経営一 日本のマネジメントは有効か一』

中央経済社、2002年 を参照されたい。
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コス トを大幅に削減できるとい うシーズをキャッチ していた。 しか し、従来のプレ

ス順送(1っ の金型で順送に何工程か加工 し、1つ のプレス機を通過すれば、複雑

な形状の部品の金型ができる)で は、打抜き、曲げなどを1っ の金型で行えるが、

板の厚みは変わ らないとい う制約があった。それで、冷却鍛造順送型 とい う、板の

厚みを変化 させる製法を利用 して、板圧!mmか ら5mmま での様々な加工に対応す

ることができ、自動車部品生産に大きな革新をもたらしたll。

このように、革新的な戦略次元の創造の場合、既存の競争次元では、競争の変数

として識別 されていなかった新 しい競争の領域を開拓 したことになるため、競合相

手が簡単に模倣することができなく、その戦略次元での差別的優位性は非常に強い

ものになると言える。

図表1競 争次元と戦略次元の創造

一一一 チ ャ ネ ル 既存の競争次元

デ ザ イ ン 広告

1灘
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1
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外部環境条件
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∠ /
▼

■
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/石 τ,斤

巴 貝
社内での融合 と活用のプロセス
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新 しい 競

争次元

機能 一＼)

∠ 戦 略 次 売 /

1'田 中美和 『日本金型産業の競争力の源泉一知識集約型産業の競争力を目指して一』2005年

度神奈川大学博士論文
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第3は 、既存の競争次元を複数 ミックスさせた り、新 しい市場のニーズやシーズ

を既存の競争次元に追加 した り、あるいはこれ らを自社の リソースお よび組織能力

と融合 させて、質的に異なる戦略次元を創造す ることである。例 えば、本稿で事例

として取 り上げている大阪のファスナー専門の商社W社 は、十分に市場性のある製

品にもかかわらず、メーカーがその販売先の選定を間違っているため、売れ行きが

悪い製品を拾い上げ、 自社の販売経験か らして最適な販売先に提案 してい くことに

よって、当該製品の市場性を高め、高収益源 として活用 している。 この戦略次元は、

全 く新 しい製品技術を創造するわけではな く、 日々小 さな発見や的確なニーズの吸

い上げ、そ してそれに適合 した販売方法を提案す ることによって、 自社独特の戦略

次元を構築 している。

以上のように、戦略次元の選択の問題は、結局、企業の競争戦略を どう定義する

かの問題にもつながっている。ポーターは5つ の外部環境要因の分析 に基づき、最

適な事業ポジシ ョンを選択することが戦略 といい12、バーニーは、 「企業が考えた競

争に成功するためのセオ リー」であるとい う13。しかし、本稿は競争戦略を、「どこ

で何を持っていかに戦 うか」、 といった戦略次元の選択 と創造 と考 える。つま り、

事業部での競争戦略は、 どこでいかにライバルと戦 うかを描いたシナ リオであり、言

い換えれば、様々な製品 ・市場の東の中で、 どの製品 ・市場に狙いを定め、そして

的を絞った製品 ・市場でいかなる方法で戦 うかを選択 とすることであると考えている。

このように戦略次元 とは、競争次元や内外的な競争要因を総合 して、 自社が有利

に戦えるように領域を作 り上げ、そこで自社の資源や経営の努力を集中することで

あり、有利に競争を展開するために、自社 にとって最適な競争の焦点を構築するこ

とである。

3戦 略展開における戦略次元の意義

ここでは、競争戦略の展開において戦略次元が持つ意義について考察 してみたい。

第1に 、戦略次元は、事業の方向性を示す ものである。企業が組織的に事業活動を

展開し、その掲げている目的を達成するためには、組織構成員の努力を結集 し、何

らかの形で、方 向性を示 さなければならない。 この意味で、戦略次元は 「どこで何

を持っていかに戦 うか」 とい う、今後の道筋を示す ものである。

'ZM
.E.Porter,CompetitiveStrategy:TechniquesforAna/yzingIndustriesandCompetitors,

TheFreePress,1980.

13J
.B.Barney(2002),oP.cit.,岡 田 正 大 訳 、 前 掲 書 。
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第2に 戦い方を示す。上記で指摘 したように戦略次元とは、競争次元を自社にとっ

て有利な方向へ変更す るか、新 しい競争次元を作ることから始まる。つまり、競争

の勝敗を決 める既存の要因か ら、自社にとって有利な競争の焦点を創造する戦略次

元は、競争相手 との戦い方を示すシナ リオ としての役割 も果たすのである。

第3に 、 自社が現在強み として持っているリソース、今後開発すべきリソースな

どを含めて、いかに自社のリソースを活用す るかを方向付ける役割を果たす。戦略

次元を創造す るとい うことは、自社の現在の戦略次元を強化するか、またはライベ

ル とは違 う競争次元を発見 し、そこで自社が有利に戦える舞台を作 り上げることで

ある。 したがって、企業は自社にとって、強みのある固有の リソースと、戦略次元

の創造において重要であるが現時獲得 していない リソースを確認することを可能と

し、さらにそれ らをいかに活用するかも示 して くれ る。

第4に 事業システムの設計やオペ レーションの努力の方向性を示す。事業システ

ムとは、製品やサー ビスを顧客に提供するために経営資源を一定の仕組みでシステ

ム化 したものである14。戦略次元においていかに事業システムを設計するかは、そ

の戦略次元の特徴によって変わってくる。 この意味で事業の方向性を示す戦略次元

は、事業システムの設計の指針 となる。また、詳細は後述するが、戦略次元では戦

略 とオペ レーシ ョンとの相互作用、戦略とオペ レーションとのフィー ドバ ック ・プ

ロセスか ら競争力が具現化 されると考えている。 したがって、戦略次元の創造は、

業務活動のあ り方を示す役割 となる。

第5に 競争戦略における理論的問題である。前稿で指摘 したように、ポジショニ

ングとRBVが 持っている問題点として次の点を取 り上げることができる。1つ 目に、

いかに精緻な戦略を策定するかの政策決定の問題に重点をおいてお り、それは、外

部環境を重視するか、それ とも自社の能力条件を重視す るかとい う、互いが相容れ

ない理論的構造となっている。

2つ 目に、ポジシ ョニングとRBVは 戦略 とオペ レーションの有機的関連付けに関

する認識が低い。 この問題 の根源にはポジシ ョニングとRBVが 戦略 とい う政策決定

プロセスに大きな関心を払っているため、あくまでも戦略 とい う上位の政策決定が

オペ レーシ ョンを制約 し、オペ レーションか ら創発 された戦略の策定や戦略の修正

はそれほど興味を示 していないか らである。

3っ 目に、競争優位 とその持続に関する問題点である。 この問題 は、一度確定さ

14加 護 野 忠男 ・井 上 達彦
、前掲 書。
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れたポジシ ョンで最適な業務活動の配置を主張するポジショニングや、企業が獲得

しているリソースをいかに最適 に活用するかに焦点を合わせているRBVの 論理構造

は、激 しく変化する外部要因に対 して、一時的で固定的なフレームワークとなりや

すい。

しか し、戦略次元では、内外環境要因の統合的アプローチによる事業の方向性を

示 していること、オペ レーションは、当然戦略に規定 されることを前提 としながら

も、戦略 とオペ レーシ ョンの相互作用が、戦略の修正 ・強化、あるいは変更の土台

を提供すること、そ して、戦略次元の継続的な創造による競争優位の持続性を説明

していることな ど、既存の理論的問題に対 して新 しい分析のフレームワークを提示

していると言える。

4戦 略次元の構築プロセス

図表2を 参照 しながら、企業が有効な戦略次元 を創造するために、焦点となる競

争の場(競 争次元)を いかに具現化 してい くのか、そのプロセスを見ていきたい。

図表2を 図表1と 関連付けてい うな らば、フィル タの役割を果たす内部条件および

外部条件がいかに相互作用す るかを表す動態的なプロセスである。

図表2で 描いているように、企業は決 して、ポーターがい うように業界分析 といっ

た外部環境のみ によって、戦 う舞台を選択するわけではない15。外部環境要因分析

と自社の リソースの特質を有機的に関連付けて、有効な競争の領域を代替案 として

選択することができる。無論、ここでは、当該製品市場において、既存の競争次元

が大きな制約要因 とな り、あるいは、逆に機会要因として働いていることはい うま

でもない。

そ して、もう1つ は、ポーター とは全 く逆の発想で、自社の リソース ・スペク ト

ル(自 社のリソース分析チャー ト)に 基づき、競争す る次元を選択す る方法もしば

しばある。例 えば、長野県のシナノケンシの多角化がこのケースに該当すると言え

る。そもそも同社は、長野の伝統産業である絹糸紡績を手掛ける一方で、モーター、

印刷機、CD-ROMな どの駆動措置まで製造 している。 これ らの製品に共通 してい

るのは、「回転 させ る技術」であ り、こ うした回転 させ る技術の リソースを活用す

る形で、同社は新 しく戦 う舞台を作 り上げているのである16。

15M
.E.Porter(1980)}op.cft.

16原 田 勉
、 前 掲 書 。
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この点において、ポーターのポジショニングと戦略次元 との間に大きな相違があ

る。実際に、「どこで何を持っていかに戦 うか」 とい う戦略次元の選択の問題に対

して、ビジネス現実を見ると、ポーターがい うように、競争業者分析、新規参入の

脅威、供給業者の交渉力、買い手の交渉力、および代替製品の脅威 などの産業構造

分析を通 して、 自社 にとって最適な競争的位置(competitiveposition)を 確定すると

い うよりも、むしろ企業独 自の リソースに基づいて確定される場合も多い。例えば、

前述 した金型メーカーのS社 は、衰退 している日本の金型産業において、独 自の技

術資源の開発 を通 じて、今まで不可能だった複雑な形状の自動車部品を金型で製造

することに成功 し、今まで存在 しなかった新 しい戦略次元を自社のリソースにより

創造 した典型的な例であると言 える'7。

一方、外部環境要因分析 と、 自社が保有 しているリソース ・スペク トルの有機的

な関連付けを通 じて、 自社にとって有利に競争 を運べる競争の焦点を複数選択する

ことができる。 この競争の焦点は、前述 したように、既存の競争次元から競争の焦

点要素をそのまま引き継 ぐ形もあれば、新たに競争の焦点を構築することも可能で

ある。そして、選択 した競争の焦点は、企業の戦略的意図により選択のプロセスを

経て、社内の組織的な活用 との融合を通 じて、 自社がもっとも有利に戦える戦略次

元を創造することになるのである。

ところが、ここで指摘 して置かなければならないのは、それが外部環境要因分析

か らにしろ、または 自社の リソース ・スペ ク トル分析か らに しろ、制約 された合理

性の元で戦略次元が構築されるとい うことである。つま り、いくら精密な戦略策定

をしても不確実性の高い現実のビジネス世界では、戦略自体の修正 ・強化 ・変更の

可能性が常につきまとうとい うことである。

例 えば、 田中氏の研究で登場する日本の金型メーカー1社 は、競争次元を職人の

技に求め、職人の技 をIT技 術やCAD/CAMな どの技術 に置き換 えることによって、

新 しい戦略次元を作 り上げようとした。そ して、その代替的な戦略次元を可能 とす

るものとして、「光造形装置」 により金型製造を行 うと、試作品や金型を作る時間

がこれまでの10分 の1に 短縮され、職人の技が近代的な光造形措置に取って代わる

と考えた。

しか し、実際は、1社 の思惑通 りに行かず、技術開発力の行 き詰ま りか ら、他の

金型メーカーと提携を持ち掛けるな ど、新 しい方向性を模索 しているとい う。 この

17田 中 美 和
、 前 掲 論 文 。
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1社の行き詰ま りには色んな要因が取 り上げ られるだろ うが、m大 きな要因は、

現在 日本で金型を発注 している発注元は、金型メーカーに製品の技術力はもとより、

提案力に大きく期待 している とい う点である18。つま り、発注元が困っている問題

に対 して、問題解決に役に立てるよ うな技術的提案能力が、競争の焦点 となってい

るのである。 しか し、1社 はこうした提案力 とい う競争の焦点よ りも、納期短縮、

職人の技の代替 とい う次元に競争の焦点を選択 し、それが現時点では、日本で生き

残 りをかける金型メーカーの条件 としてはrう まく適合 していないように思われ る。

図表2競 争次元の選択プロセス

供給者の

交渉力

需要者 の交

渉力

自社 の リ ソ ー ス ・ス ペ ク トル

▲

▼

ノ峰 の焦占1

▲

▼

竜筆の焦 占2

19同 上 論 文
。
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このように戦略次元の選択は不確実性下で制約 された合理性に基づいて行われる

ものであ り、戦略実行の途中でいかに戦略を修正 して適合 してい くかとい うことが、

現代企業に課 されている重要な戦略上の課題であることを指摘 しておきたい。そ し

て、こうした見直 しのプロセスを可能 とす ることが、本稿で取 り上げる戦略とオペ

レーシ ョンの相互作用、フィー ドバ ック ・プロセスを内在 したマネジメン ト・シス

テムである。

5戦 略次元 とオペレーションの相互作用

以下では、戦略次元において、オペ レーシ ョンの重要性 を考察 し、戦略次元 とオ

ペ レーションの相互作用を通 じて、企業が競争力を獲得する構図を考察 してみたい。

第1は 、先ほど指摘 したよ うに、戦略次元の選択は、制約 された合理性の元で有効

であるとい うことである。今までの多 くの研究は、いかに失敗 しない政策(戦 略)

を策定す るかとい う、いわゆる戦略策定の問題に非常に限定 してお り、戦略を決定

する人間に対 しても、合理的で理性的な人間観 に基づいている。 したがって、正確

な要因分析 さえできれば、絶対に失敗 しない政策 を策定す ることができ、それは優

れた結果につながるとい う暗黙の前提に立っている。 しか し、環境変化の激 しい今

日の競争においては、理想的な戦略策定がそのまま実行できるとは限 らなく、戦略

自体 も実行のプロセスで、その変更を余儀な くされるなど、不確実性が常につきま

とう。

第2に 、戦略次元は、戦略とオペ レーションについて、戦略がオペ レーションを

制約 し、規定するとい う一方通行的な思考ではなく、戦略 とオペ レーションが相互

作用を持 ちながら、互いに影響 しあっていると考えている。図表3で 示 している通

りに、今までの戦略論は、ユニークで、簡単に模倣のできない政策をいかに精緻で

間違いのないように策定す るかに焦点を合わせてきた。そこで、オペ レーションの

問題は事後的で、戦略により規定され、そ して、その内容 も戦略を遂行する単なる

道具 として位置づけられてきた19。

しか し、本稿で提示 している戦略 とオペ レーシ ョンの相互作用の関係は、戦略を

実行する過程で得 られる外部 との反応が、オペ レーションや戦略の内容に反映され、

19典 型 的 な研 究 者 が ポ ー ター であり
、 戦 略 がオ ペ レー ションを規 定 し、 オ ペ レー ションは戦 略 と整

合 性 を持 って従 わ れ るもの として位 置 づ け られ てい る。M.E.Porter,"WhatisStrategy?"Harvar

ゴBusinessReview,November-December,1996,M.E.Porter・ 竹 内 弘 高 著 『日本 の 競 争 戦 略 』

ダイヤ モ ンド社 、2000年 。
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戦略 自体も修正 ・強化され、さらには新 しい戦略次元を創造 してい く循環的プロセ

スとして考えている。こうしたプロセスを通 じて外部の環境条件 と自社の現状 との

ギャップを素早 くキャッチ し、そのギャップを戦略の修正、オペ レーシ ョンの対応

につなげていくことも、競争力を発揮する重要な源泉 として考えられ るのである。

図表3戦 略とオペレーションの相互作用 と戦略へのフィー ドバ ック

肝存の戦略の老戴片

戦 略

規定 ・制約

オ ペ レー シ ョ ン

例 えば、ホンダがア メ リカの二輪車市場 に参入 したのは、1960年 代 で あ り、最 初

の参 入 戦 略 は 、ハ ー レーダ ビッ ドソンな どのよ うな大型で馬力 の大 きい二輪車市場

に焦点 を定めた。 しか し、アメ リカ消費者 は当初 ホンダか ら大型バイ クを買お うと

しなかったため、ホンダはやむ を得ず戦略を修正 し、小型 のスクー ター を市場投入

して、それが市場でニ ッチ を形成 して、ホ ンダはアメ リカの二輪車市場 で成功 を収

めることがで きたのである20。この ホ ンダ の事 例 は、 オペ レー シ ョン過 程において、

戦略の ミスや問題 を素早 くキャ ッチ し、戦 略を軌道修正 した こ とが成功 の要因で あ

り、戦略次元の創造 にお いて、オペ レー シ ョン との相互作用の重要性 を物語 ってい

るものである。

ミンツバー グは、意 図 された戦略が常 に実現 され るわけではな く、また、実現 さ

れ た戦略は常 に意図 され た もので もない、 とい う問題 に着 目して 、創発 戦略(eme

rgentstrategy)と い うコ ンセ プ トを提 示 して い る2'。 これ は 、 意 図 的 に計 画 され

た戦 略(intendedstrategy)も さる こ とな が ら、実 行 中 に大 き く軌道修正 され 、新

たに政策変更 された戦略 により、競争優位 の構 築が可能22とい うこ とを物語 ってい る。

aoJ
.B.Barney(2002),op.cit.,岡 田 正 大 訳 、 前 掲 書 。

21ヘ ンリー ・ミンツバwグ
、 ブ ル ー ス ・アル ストラン ド&ジ ョセ ブ ・ランペ ル 、 斎 藤 嘉 則 監 訳 『戦

略 サ ファリ』 東 洋 経 済 新 報 社 、1999年
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こ うした創発戦略 を可能 とす るものは、戦略 とオペ レーシ ョンの相互作用、オペ レー

シ ョンを通 じた学習 の促進 と戦略へ のフィー ドバ ックに他 な らない。

第3に 、 戦 略次 元 で は、 オ ペ レー シ ョンを所与 のものではな く、企業 の競争力 を

決定す る重要なプ ロセ ス として位置づ けてい る。 ポー ターは、 日本企業 には戦 略が

な く、オペ レーシ ョン効率の追求 があるだ け と厳 しく批判 してお り、オペ レーシ ョ

ン効率 は、いずれ ライバル に模倣 され るだ け とい う。そ して、ポー ターは、一貫 し

て 「相手 と違 う活動 を行 うとか、同様 の活動 を違 う方法で行 う」 ことこそが戦 略で

あ り、「同様 の業務 活動 を相手 よ りも うま く遂行 す ること」、いわゆるオペ レーシ ョ

ン効率化は、戦略に よ り規定 され 、かつ大 きな障壁や実行 の コス トもな く、遂行 で

き るとい う、視 点を貫いてい る23。

しか し、 オペ レー シ ョンは 、 ポー ターが考 えてい るよ うに単純で簡 単に模倣 され

るものでもな く、最初 か ら実行すべ き 目標や方法が明確 に規定 されているもので も

ない。確 か に、企業努力の大 きな方向性 を定める とい う意 味で、戦略が非常に重要

であるこ とはい うまで もないが、オペ レー シ ョン的な課題 の策定、そのた めの組織

的な取 り組 み、それぞれの職能部分 におけ る専門性の追求 、 日々の効率ア ップ、品

質追及 、そ して、部 門間の横 断的 な交流 と相互作用 な どのオペ レーシ ョン機能 も、

戦略 に決 して勝 らない ほ ど重要である。 また、オペ レー シ ョン的 な課題が最初 か ら

明確 に規定 され てい るわけで もない。 そ して、 このオペ レー シ ョン問題が複雑 に絡

み合 っていれ ばいるほ ど、その企業の戦略 は優れた ものであ り、模倣 は難 しい もの

となる と言 える。

土屋 ・関町 氏 は、 今 までの戦 略研 究 は 、企 業 の ビジ ョン(vision)、 戦 略 策 定

(strategy・狭 義 の戦 略 策 定)、 実 行(execution)、 そ して戦 術(tactic)と い う流れ の

中 で 、企 業 の政 策 策 定 のみ に焦点が合わせ られ てきた、 と指摘 し、VSETの 戦 略思

考 法 を提 示 してい る。 そ して、それ ほ ど優 れていない戦略で も実践が よけれ ば、い

い結果 を導 くことが可能 と し、プ ロセ スの重要性 を主張 してい る24。言 い換 えれ ば、

優 れ た戦 略 だ けで は競争力 は生まれ な く、いかにそれ を実践す るかのプ ロセスで競

争優位 が具現化 され るとい うことを示 してい るのである。

第4は 、学 習 の場 と してオペ レー シ ョン機 能の重要性 であ る。前述 したよ うに、

zzM
.E.Porter・ 竹 内 弘 高 著 、 前 掲 書 。

23M
.E.Porter(1996),op.cit.,M.E.Porter・ 竹 内弘 高 著 、 同 上 書 。

24土 屋 守 章 ・ 関 町 肇 『実 践 ・VSET経 営 戦 略 策 定 法 』 同 友 館
、2005年 、 関 町 肇 「VSET戦 略

の思 考 法 と策 定 法 」 『国 際 経 営 フォー ラム』 神 奈 川 大 学 国 際 経 営 研 究 所 、No.16,2005年 。
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戦略次元の創造プロセスは、外部環境要因よりも、企業の内部条件や能力によ り作

られる場合が多 く、オペ レーシ ョン過程で蓄積 された技術、ノウハ ウ、情報などが

新 しい戦略次元の創造に大きな原動力になる。また、市場のニーズやシーズを戦略

次元の創造に結び付けることは、 日々のオペ レーシ ョン遂行において意図的な目的

を持って実施 される時こそ、一層その獲i得チャンスが大きくな り、この意味で、戦

略次元の創造は、意図 された知識創造の場 とも言 えるのである。

企業の知識資源の創造に競争優位の源泉を求めている野中氏は、企業の長期 ビジ ョ

ンと、それを実行するミ ドル ・マネジメン ト・レベルにおける職務機能間の相互作

用を非常に重視する。いわゆる機能間のオーバーラップや、職能横断的なプロジェ

ク トチームにより、それぞれの知恵を結集 して組織的に新 しく知識 を創造す ること

が競争優位 につながるとい うのである25。

以上のように、戦略次元の創造は絶えずオペ レーシ ョン的な課題 と相互作用を持

ちなが ら形成 され、修正、強化、変更の中で新 しい戦略次元が創造 される継続的な

プロセスである。また、戦略 とオペ レーシ ョンとの相互作用は、組織に学習の場を

提供 し、競争企業よりも先に新 しい戦略次元の創造を可能 とする。このように企業

の戦略次元の創造力は、 日々のオペ レーシ ョン努力の蓄積を通 じて可能であり、戦

略次元 とオペ レーションの相互作用はr市 場の機会を素早くキャッチ し、 自社が有

利に競争を展開することを可能 とす る、競争優位の原動力になると言えるのである。

皿 線形反応モデルと競争優位の持続性

1線 形反応モデル

前稿で指摘 したように、ポジショニングおよびRBVは 、持続的競争優位を論 じて

いながらも、経営環境の変化をほとん ど不変のものと仮定 してい る。ポジショニン

グは、一度確立されたポジシ ョンを経営環境の変化に対 して、いかに改善 ・向上 し

ていけばいいのかに関す る動態的視点を欠如 してお り、RBVは 、現在競争優位 を発

揮 している リソースが環境条件の変化に対 しても、そのまま有効なのかとい う問題

を説明できない。

そこで、前稿では競争優位の持続に関す るビジネスの実態をより現実的に反映す

るために、時間的経過(内 外環境変化)を 軸にした線形反応モデル を提示 している。

25野 中郁 次 郎 ・竹 内弘高
r前 掲書 。
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ある一定の時点において競争優位 を獲得 しているポジションや企業の リソースは、

環境条件の変化、または自社の戦略的意図の変化により、戦略 と現実 との間に不均

衡が生 じ、今まで有効だったポジシ ョンや リソースも、新 しい競争環境下でその優

位性が薄れていくことになる。そこで、企業は内外環境要因 との不均衡 を解消する

方向ヘポジシ ョンを移動するか、新 しい リソースを獲得 しなければならない。この

ような一時的均衡 と長期的不均衡に対 して、企業組織 を絶えず適応 させてい く努力

がなければ、持続的競争優位は実現 され ることがなく、時間軸を中心に継続的に適

合 してい くことによ り、競争優位を持続できるとい うことが、線形反応モデルの内

容であるas。

図表4線 形反応モデルと循環的マネジメン ト・システム

阜 万
1
ノ/反 応

図表4は 、前稿の線形反応モデルの概念を、戦略次元の創造 と関連付けて表 した

ものである。一時点の戦略次元(戦 略次元1)で 競争優位を獲得 している企業が、

外部の刺激に対 して有効な反応を送 り出 し、既存の戦略次元を強化するか(戦 略次

元1の 強化)、 あるいは新 しい戦略次元を創造(戦 略次元2の 創造)す るかによって、

戦略次元1の 競争優位を戦略次元2に おいても維持することができ、全体的には、

戦略次元1→ 戦略次元24戦 略次元3と い う長期スパンで競争優位を持続すること

ができる。

ところが、図表4の よ うに外部刺激の素早いキャッチ、内部の処理プロセス、そ

して有効な反応 とい うサイクルを繰 り返 しながら、実質的に線形反応モデル を支え

ているのは、マネジメン ト・システムに他な らない。つま り、内外環境要因 と現在

zs金 宇 烈(2004)
、 前 掲 論 文 。
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の戦略次元 との均衡、不均衡を素早くキャッチし、迅速にその不均衡を調整できる、

オープンでかつ循環的なマネジメン ト・システムの構築こそ、持続的競争優位を実

現する重要な条件であると言 えるのである。

2線 形反応モデルにおける循環的マネジメン ト・システムの意義

原田氏が指摘 しているように27、本稿ではある一時点の戦略次元において獲得 さ

れた競争優位が、そのまま持続することはほぼ不可能に近い と考えている。 このこ

とは、競争優位 の源泉を戦略次元に求める視点ではなく、ポジシ ョニングやRBVの

分析視点においても同様であると考えられる。 ある企業に競争優位 をもた らしてい

る技術力 も、時間の経過 と共にその価値が低下 し、あるいは代替技術の開発により

一気にその優位性が失われる場合 もしばしばある
。

端的な例 として、韓国の触媒市場を取 り上げてみよう。そもそも光触媒 とい うの

は、 日本で開発 された技術 として、紫外線 と反応 して空気浄化、消臭、汚れ防止な

どの効果を持ち、家具、 トイレ、建物の外壁など、様々なところに応用 されている。

しかし、この光触媒に対 して、最近紫外線がな くても反応する新 しい触媒が 日本で

開発 され、この新製品が韓国市場に参入 したことにより、韓国の光触媒産業は非常

に厳 しい状況に追い込まれて しまった。

また、一時点の競争優位 を持続的に享受す ることの困難 さは、世界的な巨大企業

を見ても例外ではない。かつて大型機の特化 していたIBMの 低迷 と復活2s、最近GM

の業績悪化29、エ レク トロニクス部門におけるソニーの不振30など、世界的な巨大企

業さえも栄枯盛衰の波を繰 り返 しなが ら存続 してきてお り、企業が一度確立 したポ

ジシ ョンや企業固有のリソース基盤で持続的な競争優位 を維持することはほぼ不可

能に近い と言っても過言ではない。このような事実を踏まえ、本稿では、ある時点

において競争優位をもた らす戦略次元を、継続的に創造できる能力に持続可能な競

争優位 の源泉があると考えているのである。

ところが、戦略次元を次々と創造 しうる能力 とは、単発で、かっ一時的なプロジェ

ク トチームによる製品開発および市場開発や、戦略担当部門による戦略企画に基づ

27原 田勉
、 前 掲 書 。

ZSル イスV
.ガ ー スナ._....Jr著/山 岡 洋 一 ・高 遠 裕 子 訳 『巨象 も踊 る』 日本 経 済 新 聞社 、

2002年 。
29『 毎 日新 聞』2006年

、1月27日 付 。
30「 トップ の技 術 軽 視 が招 い た電 機 メー カー の凋 落 ソニー

、三 洋 、 富 士 通 … … ・なぜ 道 を誤 っ

た の か」 『WEDGE』Vol.17No.7、2005年7月 、10ペ ー ジ～12ペ ー ジ。
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き、上意下達 されることを意味するものではない。前述 したように、戦略次元 とい

うのは、戦略 とオペ レーシ ョンの相互作用を通 じて創造 され るもので、戦略を実行

す る過程で得 られる外部 との反応が、オペ レーシ ョンや戦略の内容に反映されなが

ら具現化 される。そ して、場合によっては、戦略自体 も修正 ・強化 され、さらには

新 しい戦略次元を創造 してい く循環的プロセス として考えなければならない。

したがって、 日々の業務において、構造 的には戦略 と業務活動が常に連動するよ

うに組織が設計され、機能的には、戦略とオペ レーション、そ して戦略とアウトプ ッ

トとのギャップを素早 くキャッチ し、戦略策定 とオペ レーシ ョンにフィ.___ドバ ック

できるようなマネジメン ト・システムが企業の中に体化 されていることが求められ

ると言える。

マネジメン トをシステムとして とらえる考え方には、組織 目的を達成す るための

諸機能 が互いに有機的に結合 され、経営資源や企業内の各組織が整合性を持って結

合 されている状態を表 している。また、システムとは、そのシステムを構成する下

位システムで成 り立ってお り、1つ の影響が他のシステム、あるいは全体のシステ

ムに影響 し変化する相互関連性を持つもので、インプット、処理、そしてアウトプッ

トのサイクルを繰 り返す循環システムとして とらえることも可能である3'。

したがって、オープンで循環的マネジメン ト・システムとは、業務活動の単位 と

なる資源や組織、そ して諸活動が互いに有機的に結合 された状態にあり、さらにオー

プンで柔軟性を持たせ ることにより、外部の刺激 を迅速に吸収 し、それを内部の処

理プロセスを通 じて、アウ トプ ットとして送 り出す とい う有機的なサイクル として

表すことができる。 このよ うに、オープンで循環的マネジメン ト・システムを構築

す ることにより、常に外部 との適合を前提 としている戦略策定のプロセスにおいて

は、マネジメン トの有効性が一層高くな り、効果的なものになると考えることがで

きる。

以上のよ うに、競争優位の獲得は、戦略次元 とい う自社にとって有利な競争の舞

台を創造することであ り、戦略の一過性の代わ りに継続 性、一時的で静態的競争優

位から継続的な飛躍に競争優位の持続性があると言える。 したがって、継続的な飛

躍を通 じて競争優位を持続す るためには、戦略 目標 とのギャップを素早く認知 し、

戦略や実行の修正 ・強化、あるいは新 しい戦略次元の創造につなげられる、オープ

3Lこ のような 自己循 環 システムの考 え方 は
、海 老澤 栄 一 『地 球村時代 の経 営管理』 文 眞堂、

2000年 、を参照 されたい。
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ンで循環的マネジメン ト・システムを構築 し、外部刺激に対 して有効な反応 を持続

的に送 り出すことが重要な要件である。

3競 争優位の持続性と循環的マネジメン ト・システムの有効性

オープンで循環的マネジメン ト・システムが、競争優位の持続性をもた らす理 由

として、次の点を取 り上げることができる。

第1に 、戦略策定における循環性 を取 り上げることができる。ポジショニングお

よびRBVは どちらかい うと、戦略 とい う政策策定のフレームワークを詳細に分析 ・

考察す るものである。 しか し、現実の企業経営の多 くは、大きな政策の方向性 を決

めるとい う意味合いで、一時的に戦略の不変1生を想定 していると言えるが、そのプ

ロセスは一過性のものではなく、企業の政策決定→実行→戦略の見直 しとい う循環

的なプロセスを繰 り返 しながら、微妙に修正 してい く。つま り、一時的な不変性の

元で策定 された戦略は、それで終わ りではなく、内外か らの刺激を通 じて、新たな

戦略策定の過程を繰 り返す ことになる。

一度確定 された戦略が永遠に続 くとい う考え方は、現実の激 しい企業間競争の実

態を正確に反映 しているものではない。周知のよ うに、企業は絶え間なく、戦略 と

オペレーシ ョン、そ してアウ トプ ットに対する循環性の中で、経営活動を行ってい

る。 したがって、外部刺激に素早 く反応でき、その刺激 を戦略やオペ レーションに

円滑フィー ドバ ックできるマネジメン ト・システムは、ライベル よりも素早 く機会

と脅威 をキャッチし、より有効的な対応を施す ことが可能 となるのである。

第2に 、フィー ドバ ック ・プロセスを通 じて、戦略やオペ レーシ ョンの強化およ

び修正が可能であるとい う点である。関町氏は、戦略の実行は予測できないオペ レー

ションの問題や外部環境要因の変化などにより、修正を余儀な くされ る場合がある

とい う。 このよ うな問題が本質的なものであれば、戦略自体を修正変更 しなければ

ならないが、短期的で実践上の工夫により乗 り切 ることができれば、実行のプロセ

スを修正 し、バ リューチェーンや組織の再構成、 リソースの獲得などを通 じて推進

していくことが必要であるとい う32。このように戦略的 目標 とアウトプットとのギャッ

プを常に知 らせ、それを実行プロセスや戦略策定 自体の修正に変更できるよ うなプ

ロセスがフィー ドバ ックであ り、本稿で、戦略次元の創造における戦略 とオペ レー

ションの相互作用を重視 している理由もここにある。

:32関 町 肇
、 前 掲 論 文 。
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今までの研究はいかに失敗 しない戦略策定に重点を置 くあま り、企業現実で行っ

ている戦略の修正プロセスやオペ レーションの見直 しなど、いわゆるフィー ドバ ッ

ク ・プロセスについてはその関心を置 くことがあま りなかった。 しかし、企業の現

実において、このフィ・一ドバ ックを通 じて、戦略やオペ レーションを修正 し、持続

的競争優位を実現 している企業の例は数多 くある。

例えば、今や 日本一の流通企業として成長 したセブンイ レブンの出店戦略の形成

過程を見てみよ う。問屋はある程度まとまった量でしか小売業に卸 さない。 ところ

が、このよ うな卸売の慣行 では、店舗規模か らして販売量に限界があるコンビニエ

ンス ・ス トアにとって、売れ行きがそれほ どよくない商品の場合、過剰在庫を抱え

やすい。そ して、この在庫問題を解消す るためには、 どうしても小ロッ ト・多頻度

発注の事業仕組みが必要である。 しか し、当時の問屋の慣行からすれば、このよう

な注文には応 じてくれなかった。そこで着 目したのが、いわゆる ドミナン ト型の出

店戦略で、一店舗ではなく、近隣の複数の店舗 を束に して発注すれば、それぞれの

店舗 には少量ずつ卸 しても、全体的にはまとまった量で問屋 に発注できるようにな

り、過剰在庫の解決や物流の大幅な効率化 をも図ることができた。 このケースは、

オペ レーション上での問題が新たな戦略的な代替案を生み出 し、戦略とオペレーショ

ンのギャップを、フィー ドバ ック ・プロセスを通 じて乗 り越 えた端的な例である。

第3に 、プロセス としてのマネジメン ト・システムである。企業にとっての競争

優位は、ポジションの構築や リソースの獲得 とい うス トックから生まれるのではな

く、それを実行するプロセスか ら生まれ、具現化 される。つま り、競争優位は、何

を持っているとか(RBV)、 あるいはどこで戦 うか(ポ ジシ ョニング)に よって具

現化 されるのではな く、それぞれの条件でいかに戦 うかによって具現化 される。

関町氏は、戦略策定の完了は終わ りではなく、始ま りと指摘 している。そ して、

戦略の質が同じなら優れた実行計画と実行 のある方が当然成果 を挙げ、戦略の質が

劣っても実行計画や実行が優れている方が成果を上げる場合があるとい う33。この

ようにプロセスから競争優位 が具現化 され るとい う考え方の背景には、実は戦略 と

い う政策の問題 もさることなが ら、実行上の不確実性や臨機応変的な対応など、状

況適合的なオペレーシ ョンの修正が、企業間競争を左右する場合が多いからである。

しかし、前述 したよ うに、ポジショニングやRBVで は、オペ レーシ ョンとい うのは、

戦略に厳格に規定 され、制約 された機能 として しか位置づけられていない機械的結

33同 上 論 文
。
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合を前提 としている。 ところが、戦略次元の創造 とそこでのオペ レーションは、マ

ネジメン ト自体を外部刺激一→反応→結果、そ してフォー ドバ ックとい う循環的シス

テムとして とらえているため、柔軟なオペ レーション、オープンなシステムとして、

不確実性や臨機応変的な事象に素早 く反応できる体質が必要 とされ る。また、シス

テムは、それ 自体がス トックではなく、フロー としてのマネジメン ト体制を意味す

るものである。

このように、戦略策定の循環性、外部刺激に対 して素早い対応を可能 とするフィー

ドバ ックとプロセスとしてのマネジメン ト・システムは、フィー ドバ ックによりも

たらされた情報や知識の循環性を通 じて、戦略やオペ レーシ ョンの修正や強化を可

能 とするため、一度獲得 した競争優位が、一層長期的に持続することを手助けする

重要な機能を果たしていると考えられ るのである。

それでは、持続的な競争優位 の実現を可能 とする有効なマネジメン ト・システム

とは何かについて、マネジメン ト・システムの設計における要件を中心に整理 して

おきたい。

1つ 目は、マネジメン ト・システムのオープン性である。外部の刺激に対 して素

早 く反応 し、それを社内の処理プロセスを通 じて、有効なアウ トプ ッ トとして変換

できる能力が必要である。

2つ 目は、内部の処理プロセスが有効で円滑に働 くためには、部門間の相互作用、

横断的なコミュニケーション ・システムが恒常化 され、実質的に機能 していなけれ

ばならない。

3つ 目は、組織デザインにおいて、外部か らの刺激に対 して、その情報がライン

および横断的なコミュニ ケーション ・システムの中に、歪曲され ることなく伝達

され、議題化できるように組織がデザインされなければならない。

4つ 目は、実行の結果であるア ウ トプッ トに対 して、実際の目標 とのギャップが

バイアスな しに社内にフィー ドバ ックされ、 さらにそれを再処理できる内部処理の

プロセスが整備 されていなければな らない。

5つ 目は、これ らのプロセスを通 じて、戦略策定部門までを動かせ る柔軟な組織

構造や、意思決定の仕組みができていることなどである。

4戦 略次元の創造における循環的マネジメン ト・システムのフロー

以上の議論に基づき、戦略次元の創造における循環的マネジメン ト・システムの

フローについて考察 してみる。
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第1に 、達成すべき戦略 目標が明確にされると、企業はその戦略 目標に基づき、

どの次元でいかに、何を持って戦 うか といった戦略次元を決定することになる。

第2は 、必要 リソースの明確化である。企業の戦略策定は必ず資源の配分をいか

に行 うかの選択の問題でもある。 したがって、策定された戦略に基づき、自社固有

の リソース、今後の戦略展開において必ず創造すべきリソース、そ して外部か ら調

達すべき リソースを明確にすることが必要である。特に、企業は戦略展開において

自社が現在所有 していないが、戦略展開に必要な リソースを明確にし、その創造に

向けて企業努力を集中することが非常に重要である。

第3は 、実行、っま りオペ レーション ・プロセスである。 このプロセスにおいて

は、事業システムの設計の問題であり、業務活動の最適な配置の問題でもある。事

業システム設計や業務活動の最適な配置の問題に関しては、加護野氏およびポーター

の研究は非常に有効であり、 自社の選択 した戦略次元に合わせて事業システムや業

務活動を最適に配置することが求められ る。ただ、ここで重要なことは、業務活動

間の結びつきが重要であり、戦略 と業務活動の整合性 と適合が、競争優位 をもたら

すかどうかを決める重要な要素 となる39。

しかし、機械的に戦略に整合性を持つ業務活動や配分だけでは、その競争優位が

持続するとは限らない。新規参入や同 じ戦略を持って参入 してくる競合相手に対 し

て、現在の戦略次元での優位r.を 持続 していくためには、新 しい戦略次元の創造の

ための仕組みが必要であるか らである。

そ して、実行のプロセスは、学習の場 とい う重要な機能を持っている。 この知識

創造の場 としての役割 は、単に既存の リソースをさらに発展 ・成長 させ、新 しい リ

ソースを蓄積 してい く場 としての意味だけではなく、新 しい戦略次元を創造 しうる

シーズやニーズの源 とな り、戦略形成にフィー ドバックできる相互作用の力 となる

のである。

第4は 、フィー ドバ ック ・プロセスは、戦略やオペ レーションの修正 ・変更を可

能 とし、このフォー ドバ ック ・プロセスの蓄積は新 しい戦略次元を創造しうる原動

力 となる。フィー ドバ ック ・プロセスを通 じて、企業は現在の戦略 と実際のアウ ト

プッ トとのギャップ、戦略 とオペ レーションとのギャップを発見することができる。

優れた戦略 も、競合相手の動きや予測不可能な事態により思わぬ結果 となる場合が

ある。不確実性の時代だか らこそ、戦略的経営が主張 されているが、政策決定とい

34M
.E.Porter著 ・竹 内 弘 高 訳 『競 争 戦 略 論1』 ダイヤモ ンド社 、1999年 。
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うのは、い くら緻密 な科 学的プ ロセス を取 り入れ て も、予測の通 りには動 かない と

い う問題 がある。 これ を素早 く察知 し、戦略の異 常や強化 を伝 える重要 な役割 を果

たす のが、フィー ドバ ック ・プ ロセ スで ある。

また、企業 は、 このフィー ドバ ック ・プ ロセ スを通 じて、企 業の様 々な部分 に存

在 す るアイデ ア、技術 、情報、 ノ ウハ ウな どを組織 的に融 合す るこ とができ35、 そ

れ が 、新 しい 戦 略次 元 を次 々 と構築 し、競争優位 を長期的 に持続す る重 要な機能 と

して も働 く。 したがって、戦略 に規定 され なが らも柔軟性 を持 ったオペ レーシ ョン、

そ してオペ レー シ ョンでの問題や情報 な どを戦略に フィー ドバ ック し、戦略の修正

を実行 し うるマネ ジメ ン ト・システムの循環性 の 中で、企業 は競争優位 を獲得 し、

かつ長期的に実 現す る ことがで きると言 える。

皿 戦略次元の創造力が高収益もた らすW社 のケース3S

1W社 の 概 要

東 大 阪 に あ るW社 は 、 「とめ る ・つ な ぐ ・つ け る」 ことを事業 の基本 ドメイ ンと

して、建築用 ・工業用 ファスナーお よび 関連金物や 工具 を中心に事業展 開 してい る

中堅商社 である。主な事業 内容 は、ネジ、釘 、特殊釘 、ア ンカー、接合 金具、接着

剤 な どの建築用 フ ァスナー お よび工業用 フ ァスナー の開発 ・販売、そ して、建 築作

業用機械お よび 関連工具、DIY商 品の販 売 、 店 舗 リニ ュー一アル の企画 ・販売 、POS

シ ステ ム の 導入 指 導 な どで あ り、 合計約6,000に も及 ぶ ア イ テ ム を扱 っ て い る。 特

に、当社の特徴 は商社 なが らも、製造 された製 品を再販売す るとい う事業構造 よ り

も、現場のニーズ に合致す る製 品を 自ら開発 ・提案す る開発型 商社 としての性格 を

も持 ち、現在、取扱 品 目の約75%が 自社 開発 製 品 とな っ てい る。

そ もそ も当社 は1940年 に大 阪 に釘 、ネ ジ な どを販 売す る個人企 業 として創業 し、

1953年 には資 本 金50万 円で法 人 化 した。 そ の後 、建 築 作業用機械 お よび機械 工具、

そ してDIY商 品 の販 売 な どに も事 業領 域 を拡 大 し、2005年 末 現在 は 、 従 業 員 数 約15

0名 、年 商100億 円 強 とな り、 当該 分 野 で は 中堅 クラスの商社 と して成長 してい る。

そ して、関連会社 として は、ネイル を生産す る子会社 と、 ドイ ツに現地販 売法人が

ある。

35詳 細 は
、慶 応 戦 略経 営研 究グル ープ、前掲 書を参 照されたい。

36W社 の事例 の 内容 は 当社 の 『会社 案 内』
、そして機 工部Nマ ネージャー とのインター ビューお よ

び 質問応答 形式 の書 面でのや り取 りを通 じてまとめた内容である。
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W社 の仕入の現状を概略すると、仕入先は、 日本および海外メーカーを含め、約

650社 にも及んでいるが、現在当社の主力製品であ り、大きな収益を生み出 してい

る建築用 ファスナー関連(例 えばコンクリー ト用の釘、石膏ボー ド用の釘、中空 と

め、連結 ピンなど)は 、W社 で企画開発 した独 自の製品が非常に多い。 これは、W

社がメーカーと最終消費者 との空間的 ・時間的隔た りを結ぶ とい う卸売機能だけに

止まらず、顧客のニーズを新製品開発に組み込むことにより高付加価値を実現する

とい う、戦略に起因するものである。

例えば、最近新 しい戦略製品としてカを入れている釘打ち機は、先発の国内メー

カー と対抗す るために、台湾、韓国の優秀なメーカーから共同開発の形で開発輸入

している。また、製品 としての価値を十分に持っているにもかかわらず、販売チャ

ネルの選定に問題があ り、売れ行きがよくない製品に関 しては、製品の特性に合致

した販売チャネルに提案 した り、また建築現場でのニーズを的確につかみ、ユーザー

のニーズに即 した新製 品を創造するなど、常にメーカー と顧客 との情報的隔た りを

マ ッチングする開発商社に事業の重点を置いてお り、これが高収益の源となってい

る。

そ して、卸売業者 とい う事業特性から物流の効率化を図るために、2001年 に完全

自動化の流通センターを完成 し、 リパ ック新物流システムを導入 して大幅な物流の

効率化 を成 し遂げている。新流通セ ンターの完成により、物流業務がオンラインで

完全自動化 され、売上による材料および副材料の在庫情報を迅速に把握 し、 リー ド

タイムの短縮、在庫管理の効率化、そ して物流管理の大幅なコス ト削減を可能 とし

ている。

リパ ックシステムとは、ホームセンターにおける袋入 りの製品など、製品の再加

工や組み込みのアッセ ンブ リーを指す。例 えば、非常に簡単な単0商 品の出荷にお

いても、袋入れの加工には、材料1(当 該製品)、 副資材6(外 箱、中箱、小箱、

袋、台詞、ケース表示 シール)の7点 が必要であ り、W社 のように約6,000の 取扱

アイテムの中で、毎 日200～300種 類の加工が必要な場合、 これ らの材料および副材

料が、販売実績によ り何時、どれだけの量が必要か、瞬時に計算されなければな ら

ない。

これを上手く運営することは並大抵のことではないので、それぞれに発注点 と発

注量を設定 し、入荷までの リー ドタイムを加味 し、品切れが起 らないように自動計

算 させて、材料および副材料の発注を自動的に行 うことによ り、物流の省力化 と効

率化を可能 としている。このような革新的な在庫管理システムにより、W社 は当 日
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夕方5時 までの受注は即 日出荷することが可能であり、また入荷か ら出庫までをコ

ンピューター ・システムで行い、出荷 ミスをほぼゼロに している。

営業範囲は日本全国をカーバー しているが、本社以外の拠点は東京支社があり、

他は本社か ら地域別営業担当者が定期および不定期的に担当地域に出向く形をとっ

ている。特にW社 において一番特徴的な点は、図表5で 分かるように、1990年 代半

ば以降、はっきりとした減収増益の傾向を見せてお り、多 くの建築関連材料の卸売

企業が赤字や低収益にあえいでいる状況の中で、ファスナーおよび工具関連事業分

野で非常に健全な経営実績を実現 しているとい う点である37。W社 は2000年 度以降、

売上高は120億 円か ら100億 円代に減少 しているものの、本業の儲 けを示す営業利益

はむ しろ5-7億 円代に増加 し、長引 く景気沈滞の中で、ファスナー関連の商社 とし

は、極めて異例的でかつ非常に高い収益性を見せている。以下では、果た して何が

当社の強みで、このような高収益を生み出 している背景には何があるのかについて、

当社の戦略や製品開発プ ロセスを中心に考察 してみたい。

図表5W社 の過去10年 間の売上および営業利益の推移38

年度 売上高(億円) 営業利益(億円) 営業利益率(%)

1996年 度 150 4.3 2.9Ro

1997年 度 158 5.3 3.4%

1998年 度 146 3.7 2.5%

1999年 度 120 2.9 2,490

2000年 度 127 5.6 4.4%

2001年 度 127 7.0 5.5%

2002年 度 105 6.1 5.8%

2003年 度 105 5.4 5.1%

2004年 度 lOD 5.0 5.0%

2005年 度 108 8.0 7.4%

371つ の参 考指 標 として
、 高知 県の信用 保証 協 会の独 自調 査 によれ ば、2004年 度 の調 査 におい

て、建 築材 料等 卸 売業 にお ける平均 営業利 益 率 が一〇.4%で 、健 全企 業の場 合も営 業利 益 率が3.3

%に 過 ぎない。 この点からも当社 の高収 益率 を伺 いしることが分かる。詳 細は、http:〃WWW.kochi-cg

c.or.jp/keieisihyou/(2005年2月 末 時点)を 参照 されたい。
381999年 以前 は経 常利益 である

。W社 の 『会社 案 内』および内部 資料 により作成 。
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2W社 の戦略

W社 は創業以来、「社会貢献」「報恩」 「質素」の経営理念の元、社会に貢献する企

業を目指 してきている。そ して、徹底 した現場主義 と顧客主義の元で、 「ユーザー

の声をカタチに変える」、とい うことを基本事業戦略 としている。「ユーザーの声を

カタチに変える」 とい う思想は、顧客のニーズや情報を的確につかむことから開発

をスター トすること、技術革新や業界の進化、そ して、新建築材 ・新工法に対する

情報をいち早 くとらえ、次世代を担 うファスニング製品の開発 ・提案を追求する経

営行動 として実践 されている。特に徹底 した現場主義は、営業部門の1人 ひ とりが

開発担当者 として建築の現場に入 り込み、お客様の要望を細かく分析 し、ニーズに

マ ッチ した製品を提供す ることを通 して、建築現場から信頼 される企業を目指す原

動力 となっている。

競合他社に対 しては、ターゲッ トを絞った開発商品を武器に、品質重視の展開を

行 うこと、そ して受注か ら発送までのデ リバ リーの充実による顧客満足度 を向上す

ることに競争の焦点を合わせている。 このようなW社 の基本戦略および競争の考え

方は、先ほど指摘 したよ うに自社製品率75%と 、工業所有権 出現数700件 以上とい う

形で具現化 されている。

W社 の価格政策を見ると、基本的には良質の製品を合理的な価格で提供す ること

をささげ、開発の段階か ら品質と価格の 目標 を設定 し、それに合わせた製品開発を

行っている。また、販売価格は統制 されてお り、価格競争は基本的に行わない。そ

して販売チャネルにおいては脱問屋を目指 し、現場のニーズにスピーディに対応す

ることにより、製品の絞込みを行い、より利益率の高い製品ラインの構築を常に模

索 している。

W社 の販売政策は、決 して価格競争や利益率を無視 した低価販売は行っていない

が、いわゆる標準品の価格政策 と自社独 自の製品の価格政策は明確に異なるユニー

クな価格政策をとっている。例えば、当社の企画開発製品で、特許 を取得 している

特殊釘な どの差別的な製品に関 しては、高価格政策をとってお り、いわゆる標準品

に関 しては海外か らのOEM生 産などを通 じて、競合相手に比べ、徹底 した低価格

政策をとっている。これは、ポーターが一番警戒 している差別化 とコス トリーダシッ

プを同時に追求する中途半端な戦略ポジシ ョンを真正面から否定す るものであ り、

またバーニーが指摘 している中途半端な戦略ポジションが成立できる条件 とも合致

していない。にもかかわ らず、W社 は中堅であ りなが らも好業績を上げている39。
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3W社 の製品開発プロセス

W社 の製品開発プロセスを見ると(図 表6参 照)、 上記の現場主義に的確 に合致

していることが分かる。まず、当社の営業部門の担当者(い わゆるルー トマンと呼

ばれる)が 、得意先を回 りなが ら、現在の製品の満足度、不満、そ して改良点、新

製品のシーズやニーズな どに関す る情報を常に収集す る。そ して、それ を開発部お

よび担当事業部に伝達 し、製品化の可能性 を検討す る。そこで第1次 的に開発続行

の判定が くだされれば、新製品に関する企画案 をまとめ、得意先に新製品の基本構

想 を提案 し、得意先の反応 を打診 しながら、開発製品の市場性および機能、仕様な

どに関するイメージを具体的に落 としてい く。

新製品の基本構想に関して得意先の反応がよければ、次のステ ップに移行 し、営

業部門、当製品の担当部署、そ して開発部が共同で基本仕様 ・性能およびターゲ ッ

ト・プライスな どに関す るコンセンサスを経て、正式に開発に着手する。そ して、

開発中にも基本仕様 ・性能およびターゲッ ト・プライスなどに関して、営業部門か

らの意見を継続 的に反映 しなが ら、新製品のプロ トタイプ(prototype)を 作 る。

一旦試作品が出来上がると、 さらに営業部門の担当者が得意先に新製品を正式に提

案 し、そこで生き残った開発案件のみ、最終的に製品化 され、国内および海外のメー

カーに発注するとい うプロセスを踏んでいる。

こうした現場のニーズを重視 した製品開発プロセスの一例 として、後発 として参

入 した釘打ち機 を見てみよう。先ほど述べたように、後発の標準品に関して、当社

は徹底的に低価格政策をとり、市場シェアの拡大を第1の 狙いとしている。 このよ

うな販売 ・価格政策 もあり、当社は釘打ち機および関連付属製品は、開発段階から

徹底 したターゲッ ト・プライスの下で、海外メーカーか ら開発輸入を推進 している。

次に、製品化のコンセプ トの確定である。釘打ち機は、その用途、使 う場所、対象

材質な どによって、仕様の異なる多様な製品ラインがあ り、W社 はそれぞれの顧客

のニーズを詳細に分析 して、新製品の開発や製品改良に活用 している。例えば、用

途によってはパ ワーよりも長時間使 うことによる軽量化が求められるとい う傾向が

あれば、使 う材質などを十分に考慮 して、軽量化を製品開発の第一の重点 として位

置付けている。

とはいえ、W社 の製品開発プロセスは既存の企業では、全 く見 られないほどユニー

クなものとも言えない。また、W社 と同じ開発手法をとっている多 くの企業がある

3sM
.E.Porter(1980),op.cit.,J.B.Barney(2002),op.cit.,

争 優 位 の 構 築 と持 続 一(中 〉』 ダ イヤ モ ンド社 、2003年 。

岡田正大訳 『企業戦略論一競
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と考えられる。ただ、あえてW社 の開発プロセスにおいてマネジメン トの特徴 とい

うな らば、営業マンの実績評価において、製品の販売実績 もさることながら、開発

案件の提案により多 くの比重を置いていることと言える。 このような仕組みを通 じ

て、社内の製品開発を促進する。そ して、顧客が求めている正確なニーズを発見 し、

安 く提供するといったこのシンプルな戦略が、当社の製品に対する顧客の信頼性を

高め、高収益を生み出 しているのである。

商社であるW社 の製 品開発におけるも う1つ の特徴は、仕入販売製品に関 して、

個々の製品特性やユーザーの特性を十分に考慮 した販売チャネルを選定し提案 して

いるとい う点である。このことはW社 が直接製品開発にかかわることのない仕入販

売製品に対 しても、市場性はあるものの、メーカーが販売先の選定を間違って、売

れ行きが思わ しくないものを見つけ、製品特性にあった販売チャネルに提案 してい

くとい うパターンである。

例えば、壁 と壁の間が空いていて、一般の釘やネジを差 し込んでも、空回 りをす

るので、一旦差 し込んでから空回りしないように固定する 「中空留め用のアンカー」

がある。 この製品は、一般のユーザーを主要ターゲットす るホームセンターなどに

置いても、一般のユーザーの場合、必要な手工具の不備や取扱の難 しさから、本来

の製品価値を発揮できず、あま り売れ行 きがよくない。 しか し、手工具を揃えてお

り、使い方にも慣れている職人や専門技術者向けに販売すれば、彼 らは 「中空留め

用のアンカー」本来の機能を熟知 しているので、ホームセ ンター とは全 く違った売

れ行きとなる。 このよ うに最適販売先を選定 し、提案 しようとするところにもW社

の独 自性が伺える。
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図表6W社 の製品開発フロー
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4販 売および販売後管理

基本的にはルー トマンと呼ばれている営業部門の担当者が得意先を回 り、顧客管

理を行っている。そ して、品質クレームに対 しては、営業部門だけではなく、当製

品の担当者(一 般的にプロダク ト・マネージャーと呼ばれるもの)が 迅速に現場に

出向き、その内容や原因を精査 し、報告、改善を行 う。こうしたクレームは、 日報
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とは別にクレーム報告書として報告され、最終的な対策が打たれるまで社長の管理

下に置かれている。また顧客からのクレームに関しては、単にクレームとして処理

す るのではなく、製品 自体の問題発見と改良のシーズとしても活用す ることを常に

心かけている。

5W社 の企業行動と戦略次元の創造力への示唆

W社 は、バブル期以降、多くの企業が構造的不況で低迷 している中、建築用ファ

スナーとい う競争の激 しい事業分野で、収益重視の経営姿勢を明確に打ち出 し、減

収増益 とい う優れた業績を出している。無論、企業成長の論理からすれば、増収増

益が望ましいことはい うまでもないが、明確な戦略の元で製 品の絞込みを行ってい

る真っ最中であるとい うことを考えれば、W社 は非常に高い競争力を持っていると

言えるのである。

ところが、上記の考察で見たように、W社 の戦略や製品開発プロセス、そ してバ

リューチェーンを見る限 り、群を抜いているほどユニークなアイデアや戦略的発想

があるとか、あるいは競合他社に比べ、高い技術力があるとは言えない。また、競

合他社 が模倣のできないW社 だけのポジションを構築 しているとも言えない。いわ

ゆる日本の企業によくありうる製品開発プロセスや現場重視 とい う姿勢に貫いてい

ながらも、W社 は、当該業界で高収益を達成 しているのである。以下、本稿のフレー

ムワークである戦略次元の創造 と関連付けて、W社 の高収益の背景を考察 してみ よ

う。

1)戦 略次元の明確化 と創造

第1に 、戦略次元の明確化である。取扱製品のほとんどを建築用ファスナー市場

に絞っている当社は、それぞれの製品ラインにおいて、どこで何を持って競争する

か とい うポイン トを明確に し、それに合致 している製品選定、新製品開発、価格政

策、そ して販売チャネルを選定している。

先ほど取 り上げたように、W社 の原点である特殊釘などに対 しては市場でのブラ

ン ド認知度、蓄積 された技術、ノウハ ウや開発経験などを利用 して、機能および性

能において高付加価値の製品開発に競合の焦点を絞ってお り、品質と機能重視の高

価格製品分野に特化 している。また、徹底 した現場の情報 とリサーチを通 じて、些

細なニーズも捨てずに製品開発や改良に組み込み、その改良を類似製品との競合 に

おいて、訴求ポイン トとして最優先 して販売するとい う、いわゆる新たな競争次元
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を次々と作 り上げていく戦略をとっているのである。

また、自社オ リジナルの製品開発においても、例えば、後発の釘打ち機および関

連消耗品など、いわゆる標準品分野では、競合分析により徹底 した低価格販売を行っ

ている。 しかも、低価格販売 とはいえ、単に安価なものを提供するとい う競合姿勢

ではなく、製品本来の基本機能 と使いやす さに充実 した製品作 りに徹底 している。

っま り、コス ト増をもた らす付加機能 はなるべ く省き、多 くの顧客が求めているい

くつかの付加機能のみに焦点を絞るなど、常に戦 う次元を明確に して製品投入を行

うよ うにしているのである。

このことは冒頭で考察 したよ うに、競争の焦点(W社 の例で言えば、市場性が確

認 された新 しい/:ニ ーズ)を 明確にし、それを実際の製品間競争に持ち込む時に

は、W社 が有利に競争できる状況を作 り上げている(W社 の例で言えば、新規開発

製品に組み込まれた顧客ニーズを第一の訴求ポイン トとして活用)こ ととして理解

され うる。 このよ うにW社 の競争戦略を支える基本的なセオ リーは、現在の競争次

元、自社のリソース ・スペク トル、そして顧客ニーズやシーズを照 らし合わせ、自

社にとって有利に戦える競争の焦点を新たに作 り上げ、そこにオペ レーション努力

を集中す ることを通 じて、戦略次元を次々と創造 していくことに他な らない と言え

る。

2)オ ペ レーションによる戦略次元の具現化

W社 の製品開発プロセスで見たように、W社 は製品開発のアイデアをほとん ど現

場から得ている。当社の新規製品開発に関す る情報収集の方法としては、概ね以下

の3つ の方法で整理 され る。1つ 目は、自社の営業マンが得意先を訪問す る時には、

必ず最終ユーザーの最近の動向や要望などを質問 し、そこか ら新 しいニーズを抽出

する。2つ 目は、顧客か らのクレームを、単なるクレームとして処理す るのではな

く、製品改良、品質改善のソースと活用 しながらも、一方ではそ こか ら新 しい顧客

ニーズや製品開発のシーズを意図的に発見す る。3つ 目は、国内外の展示会や納品

先などから新規製品のシーズを拾い上げ、それを営業マンが得意先を回 り、市場性

を確認するとい う方法である。

ところが、W社 が行っている上記の方法は、他の大手のメーカーや商社も同じこ

とを行っているとい う。にもかかわらず、なぜW社 は中堅の商社であ りながらも工

業所有権700件 以上も出願 しているほ ど、非常に多 くの開発件数を持 ち、かつ高収

益を生み出しているのか。 このことは言い換えれば、何をやるか とい う方針の問題
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ではなく、実践でのや り方の問題であると言える。 この点に関して、W社 のNマ ネー

ジャーは、次のように答えている。

第1に 、小売店に十分に利益をバ ックするよ うな販売政策、価格政策をとってい

るとい う。例えば、大手のメーカーの場合、販売量を増やすために、委託販売のよ

うに小売店にリスクが少な く、かつ広告販促をメーカー 自身が直接やっているとい

う考え方か ら、低いマージンを設定する場合が多いが、W社 は販売小売店に十分な

マージンを保証 し、より緊密な関係を保つ ように している。

第2に 、第一線で各種情報を収集する営業マンの姿勢とニーズやシ,__.ズを吸い上

げる社内のマネ ジメン トの仕組みである。先ほど説明 したように、W社 は、営業マ

ンに対 して現場のニーズやシーズに対する報告が義務付けられてお り、営業マンの

業績評価においても、販売実績 もさることなが ら、現場のニーズや シーズに対する

報告がよ り重要な項 目として評価 されている。 したがって、営業マンは、より積極

的に、かっ意図的にニーズやシーズの収集 に取 り掛かるわけであ り、形式的に 「何

かありますか」 とい う質問とは、その結果が全 く異なるものになるのである。

第3に 、得意先から同じ情報 を得たとしても、それを迅速に社内にフィー ドバッ

ク し、得意先に提案を行 うマネジメン ト・プロセスである。 このことについては、

上記の図表6で 取 り上げたように、開発プロセスにおいてその重点を現場に置いて

お り、絶えず現場 との相互作用を持ちながら、製品コンセプ トの確定、修正、変更

を行 うとい う考え方に立っているため、現場か らの情報に対する活用の姿勢は、群

を抜いているほど高いと言える。

こうしたW社 の企業行動か ら、「ユーザーの声をカタチに変 える」 とい う戦略に、

オペ レーション(開 発の中心を顧客に置 く)が 密接に相互作用 していると言える。

このことは、言いi換えれば、戦略とオペ レーシ ョンの相互作用を通 じて、組織的に

学習効果 を促進 しながら、競争企業よりも先に新 しい戦略次元の創造が可能 となる

ため、W社 が有利 に競争を展開 し、競争優位を獲得する原動力 となっていると言え

るのである。

3)循 環的なマネジメン ト・システムと持続的な競争力の実現

RBV論 者は、持続的競争優位の条件を、経済的な価値があり、希少でかつ模倣の

難 しい経営資源を組織的に活用する企業能力に求めている。 ところが、今まで見て

きたように、W社 の基本事業は商社であり、非常に差別的な開発技術力や圧倒的な

チャネル支配力を維持 しているわけではない。に もかかわらず、非常に高い自社開
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発製品比率や長期にわたって高収益を実現 しているのは、前述 したよ うに、個々の

製品において、自社にとって有利に競争展開ができる戦略次元を次々と創造 してい

ること、そ して、 日々の業務において戦略次元の創造プロセスが円滑に機能す る、

オープンで循環的なマネジメン ト・システムが確立されていることにあると考える

ことができる。

再び、W社 の製 品開発プ ロセスを見てみ よう。W社 は、現場(市 場)と 自社提供

製品 とのギャップを素早 くキャッチ し、新製品開発プロセスをスムースに展開 しう

る担当部署間の コミュニケーションや情報のフィー ドバックが円滑に行われるシス

テムが非常にバランスよく働いている。だからこそ、競合相手 も同 じ市場ニーズを

探索 してもW社 は非常に高い確率で、そのニーズを拾い上げ、的確 に製品化に結び

付けているのである。ちなみに、ここでい うギャップとは、自社の提供製品に対 し

て現場(市 場)で の反応が何 らかの形で新 しいニーズやシーズを求めている場合、

市場のニーズを的確に満た していないとい う意味合いにおいてギャップ とい う表現

を使っている。

無論、すべての開発案件が成功するわけではなく、成功するものもあれば失敗に

終わる案件 もかな りの比重 を占めているとい う。 しかし、重要なのは、その失敗 を

次のステ ップにつなぎ、新 しい開発案件の取 り組みに活用されているとい う点であ

る。

W社 にとって、強みのある リソースを取 り上げてみると、特殊釘の開発 に関す る

蓄積 されたノウハ ウ、特許、そして60年 以上の社歴を持っているので、全国的な販

売チャネル と言 える。無論、RBV論 者は、このような特殊釘の開発力がW社 の強み

であり、それが高収益の源泉であると言 うだろ うが、それは事後的な結果論にすぎ

ない。

まず、当社の特殊釘の開発力 とい うのは、ス トックではなく、フローか ら生まれ

ているとい う点に注 目しなければならない。つま り、特許や高付加価値製品 として

販売 されている一部の製品は、W社 固有の リソースとしてス トックされているが、

新規製品の開発力や改良な どは、現場(市 場)と 本社、本社内の職能部門間に円滑

なフィー ドバ ックとい う情報の流れの中で、市場性の高い新製品を次々と開発 して

いるのである。つま り、情報の流れの中で、W社 が有利に訴求できる競争の焦点を

見つけ、それを製品に具現化するマネジメン ト・システムが円滑に機能 しているこ

とが製品開発の原動力 となっている。 これこそ、W社 が技術的に標準化 しつつある

ファスニング市場で、高収益体質を維持 してきた源泉であると言えるのである。
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そ して、W社 の事業構造や高収益の源泉を、ポジショニングのアプローチから分

析 してみれば、明確に差別化 された戦略ポジションや、他社 と全 く違 うユニ,._._.クな

業務活動を行っているとも言い難い。 しか し、W社 は標準化 され、価格競争が起 り

やすい建築ファスナー市場で、卸売業としては高い収益を享受 している。このこと

は、W社 が市場で的確な位置を確保 しているから可能なわけではない。む しろ、小

さな顧客ニーズも見逃す ことなく、オペ レーシ ョンの相互作用の蓄積を通 じて、競

争の焦点(顧 客ニーズ〉を新規開発製品に新 しく組み込み、W社 が有利に戦える舞

台(戦 略次元)を 次々 と創造 してい くことによ り実現されている。そ して、こうし

た戦略次元の創造を円滑に行えるマネジメン ト・システムが構築 されているからこ

そ、市場競争を有利 に運び、長期にわた り、高収益を達成 していると言えるのであ

る。

おわ りに

企業の競争優位の源泉 として 「戦略次元の創造力」 とは何か、そ して、持続的競

争優位を実現す るための条件 として、「線形反応モデル」 とそれ を支える 「オープ

ンで循環的マネジメン ト・システム」の意義について考察 してきた。また、建築お

よび工業用ファスナーの開発販売を行っているW社 のケースを取 り上げ、高収益力

の源泉 としてr製 品開発を中心 とする戦略次元の創造力 とい う観点で考察 してきた。

企業間の競争が激 しく、不確実性の多い今 日の企業間の競争において、企業が競争

優位 を獲得するとい うことは、短期的には自社が有利に競争を展開できる戦略次元

を創造することが必要であ り、それは、外部制約要因 と自社の内部条件から有利に

競争を展開できる舞台を意図的に作 り上げることでもある。また、一旧寺点での競争

優位は、それが自社の リソース、あるいは市場ポジションか らもた らされるにしろ、

長期的に持続す ることが難 しい と考えられる。 したがって、競争優位 をより長期的

に持続するためには、自社の現状 と外部条件 とのギャップを迅速にキャッチ し、そ

のギャップを修正する方向へ、戦略次元を次々と創造 し、全体的には短期的な優位

性をつなげていく経営行動が有効であると言える。

このよ うに市場での短期的適合を継続的に行い、長期的な不均衡を解消するため

には、自社 と外部条件 とのギャップを迅速にフィー ドバ ックし、新たな適合にっな

げられるマネジメン ト・システムの構築が重要な課題 となる。そ して、マネジメン

ト・システムの有効性を評価す る基準 としては、外部要因の刺激 と変化をキャッチ
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できるオープン性を持っているかどうか、外部の刺激や変化を社内にフィ,__.ドバ ッ

クし、新 しい反応を送 り出すフィー ドバ ック ・システムが円滑に機能 しているかど

うか、そ して、これ らの流れを循環的に持続す る体制が整えているか どうか、を取

り上げることができる。

本稿は戦略次元の創造力 とマネジメン ト・システムに焦点を合わせて、企業の競

争優位 と競争優位の持続性の源泉を探ってきた。今後は、有機組織論、システム論

など関連学問分野の理論的フレームワークをも援用 しつつ、関連する企業の事例研

究をより充実化 し、本稿の仮説 を一層精緻化 していきたい。
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